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の第 三者を保護するたあ,判 例 ヒ発展してきた法理として,94条2項類
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条2項 の要件である 「通謀」を,真 の権利者の意思的関与としての 「承認」
へと緩和することにより,真の権利者の最小限の関与で類推適用を認める
方向に拡大し,一時は94条の文言からかけ離れた限界に近いところまで
きていた。 しか しなが ら,一ド級審 レベルでは,あ る時期を境にして,真 の
権利者の意思的関与を厳格に解 して類推適用を否定 したり,あ るいは94
条2項 と110条を併せ類推適用することにより,第 三者保護要件を厳格に
要求 し,結果 として類推適用を否定する判例が多 く見られるようになって
おり,これを受 ける形でごく最近,最 高裁判決が出されるに至っている。
このように,判 例}_,94条2項類推適用は,か つての拡大の ピークを超












年見 られる同条項類推適用を制限的に解 した判例の特徴を浮き彫 りにする
とともに,同法理の適用要件をできる限 り一般的 ・客観的に抽出するよう














(Dこ の問題に関する先行業績は枚挙に暇がないが,中 舎寛樹 『1」本民法の展開(3)
判例の法形成 一 無権利者か らの不動産の取得』「民法典の百年(1)」(1998年)













義を移転 して虚偽の外形を作出したが,そ の外形を権利者が承認 している
場合である。真の権利者自身が虚偽の外形を作出 していない点で第一類型
と異なる。

















(2)四宮=能 見 「民 法 総 論 第7版 」(2005年)170頁。
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94条2項類推適用あるいは94条2項 ・110条重畳的類推適用の限界(1)
しつつ,判 例 の展開 を検証 する こととす る。
294条2項 類推適用の登場と外形自己作出型の展開
94条2項の類推適用を判例上初めて明言 したのは,最 高裁昭和29年8
月20日判決(民 集8巻8号1505号)である。事案は,Xの 夫が,そ の
妾Yか ら不動産を買 って くれるように頼まれ,Xの 同意を得てXの 出摘
により不動産を買い受けたところ,夫 とYが 協議の上,Y名 義で売 主か
ら直接移転登記を経由し,そ の後Yか らZに 売却されたため,Xか らZ
に登記抹消請求がなされたというものであり,外形白己作出型の事案であっ
た。判決は,売 主か ら直接Y名 義に所有権移転登記 したことが,Xの 意
思に基づ くものな らば,実 質においては,Xが 売一i三からいったん所有権
移転登記を受けた後,所 有権移転の意思がないにもかかわらず,Yと 通
謀 して虚偽仮装の所有権移転登記をした場合 と異ならないものとして,94
条2項 を類推適用 した。 この事案において 「類推適用」 という表現が用い
られたのは,Y名 義に移転登記 したことがXの 意思に基づ くとはいえ,
XがYの 名義を利用 して移転登記 したに過ぎないため,厳 密な意味で
XY間 に外形的に虚偽の意思表示(法 律行為)が あったとはいえないか ら
であると解 されている。 もっとも,この判決以前にも,昭和29年判決の
ように 「通謀」はあるが,外 形的には 「虚偽の意思表示」がないという事
案は存在 してはいるが,い ずれ も 「類推適用」 という表現は用いられず,
もっぱ ら94条2項 そのものの適用の可否が問題 とな っているに過 ぎな
い[:41。こうした判例の流れの中で,昭 和29年判決が どのような経緯で
「類推適用」を明言す るに至ったのかは必ず しも明らかではないが,そ の
表現にこめられた意図がなんであれ,こ の判決がその後の 「類推適用」判






















入 したが,契約書がY名 義になっていたので,Y名 義のまま所有権移転登記請求
の勝訴判決を得,そ れに基づいてY名 義で登記 したところ,Yの 相続人がZに
売却 してしまったというもの。最高裁昭和41年3月18日判決の事案は,XがY
名義で融資を受けて建物を建て,Y名 義で建物保存登記を したところ,YがW
と共謀 してYか らZへ,Zか らWへ 売却されて しまったというもの。最高裁昭
和44年5月27日判決の事案は,Xは,競 売に付された自己の不動産が他人に競











条2項 を類推適用するべきであるとした。この判決を契機 として,当 事者









な ったが兜 後述する外形他人作出型の事案が増えるにつれ,外 形自己作
(5)類推 適 用 を 肯定 した 判 例 と して,岡 山 地 判1昭和46年1月27日(判 時629号79
頁),最 判 昭 和47年2月17日,大 阪 高 判 昭 和47年8月2日(r集23巻
5=6=7=8号414頁),最 判 昭 和50年4月25日,大 阪 地 判 昭 和50年11月17
1](判時818号79頁),名 古 屋 高 判 昭 和51年10月27日(金 商815号31頁),
東 京 高 判 昭 和55年11月18日(判 タ435号107頁),東 京 地 判 昭 和56年8月31
Fl(判時1031号132頁),東 京地 判 昭 和58年2月25日(判 時1090号137頁),
東 京 高 判 昭 和58年10月31日(行 集34巻10号1879頁)が あ る。 ま た,当 該 事
案 に お い て 要 件 を 欠 くと して,結 果 と して 類 推 適 用 を 否定 して は い る が,一 般 論
と して 類推 適 用 を 肯 定 して い る判 例 と して,大 阪 地 判 昭 和48年2月26日(訴 務
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出型の裁 判例 は次第に減少す る傾向を見せてい る。 また,そ こでは,も は
や 「真の権利者 」対 「仮装登記名義人か らの譲受人」 とい う典型的な対立
が問題 とはな っているので はな く,94条2項 類推適 用事案 のバ リエー シ ョ
ンと して どこまでが許容 され るの かが争われ てい る。例 えば,94条2項
類推適用 によって 善意 の第 三者に対抗 できない真の権 利者 には,真 の権利
者か らの譲受 人 も含 まれ るか(最 判昭和47年2月17fl金 商643号32頁),
担保 権者 が権 利 者名義 を偽 った場合 に も94条2項 が類 推適 用 され るか
(最判昭和50年4月251」裁判集民114号649頁),建物 賃借権 の対抗 問題
に94条2項 類 推適用 が及ぶ か(最 判昭 和47年2月241]民 集26巻1号
146頁,最判昭和61年11月18日 裁判集民149号115頁),94条2項 類推
適 用にい う 「第 三者」 に以 ドの者が該 当す るか 国(最 判平成9年12
月18日 訴 月45巻3号693頁),第 三者の抵当権者(福 岡高判平成11年6
月2911判タ1026巻201頁),仮装 登記名義 人の一般 債権者(東 京高裁 平
成12年7月27日 判時1723号51頁),譲 渡担保権 が設定 され,不
動産 の所 有名義 が9年 間 も担保権 者 に移 転 した ま まにな って いた場合 に
94条2項 が類推適用 されるか(東 京地判 平成10年3月31日 金法1534号
78頁)な どであ る。
3意 思外形非対応型の登場
外形自己作出型への94条2項類推適用の展開 と併行 して,判 例は,虚
偽の外形が真の権利者により作出されたのではない場合にも,同条項を類
19巻5号51頁 ・第 三者 に 該 当せ ず),東 京 地 判 昭 和57年3月19日(判 タ475
号116頁 ・第 三 者 悪 意),大 阪 高 判 昭 和58年2月16日(判 タ496号110頁 ・不
動 産 の 事例 で は な い),東 京地 判{成4年4月14日(判 時1425号61頁 ・第 一三者
悪 意),名 占屋 地 判 平成10年1月30日(税53巻10号20頁 ・第 三 者 悪 意),東





Yか ら取引先の信用を得 るために不動産の登記名義を貸 してほ しいと
頼まれたたあ,売 買r'約を仮想 して仮登記を したところ,Yが 勝 手に本
登記にしてZに 譲渡 し,さらに転々譲渡されて しまった事案において,民
法94条2項,同 法110条の法意に照 らし,外観尊重および取引保護の要
請か ら,真 の権利者は善意無過失の第 三者に対抗できない と判示 して
いる。 また,最 高裁昭和44年10月16口判決(判 例集未搭載のため,野
田宏 「最高裁民事破棄判決の実情(4)」判時592号20頁参照)は,Xが 自
己の財産を保全するためYと 通謀の上,建 物の売買 予約を仮装 して仮登
記を したところ,Yが 勝手に本登記にしてZに 譲渡 した事案において,
前掲昭和43年判決を引用 して同様の判示を している。 さらに,最 高裁
昭和45年6月2i-i判決(民 集24巻6号465頁)は,Xが融資を受けるた









いたこともあって,通 謀を超える外形を信頼 した第{者 を外形自己作出型
と同じ論理で94条2項 に引き付けて処理することは困難であった。そこ













条項の類推適用が拡張 してい くことが危惧されるようにな り,これに限界






























ていない。 この点,事 案としてはむ しろ外形他人作出型に分類されるべき
事案であるところ,110条が併せ類推適用されたのは,真 の権利者の関与
が低い点を第三者の無過失を要求することで調整 しようと考えたためであっ
たと解 されている。 この視点は,外 形他人作出型の近時の判例に多く見 ら
れるようになっており,その魁ともいえる判決となっている。
4外 形他人作出型の登場
外形他人作出型の判例 も下級審レベルでは古 くから存在 してはいたがnu,















結 して仮登記を経由 し,結局条件成就によりZに 本登記がなされたとい
うものであった。判決は,虚 偽の外形が保存登記であるという点で共通す









その後,この判決に続 く形で,同 旨の最高裁判決が2件 出された。最高
裁昭和45年9月22ri判決(民 集24巻10号1424頁)は,妻Xが他か ら
取得 した建物につき,夫Yが 勝手に自己名義の移転登記を経由したが,X
は事情を知った後 も4年 余 りこれを放置 し,Xが 融資を受ける際に も
そのままの登記名義で根抵 当権を設定 していたところ,YがZに 譲渡 し
て しまったという事案につき,不実の登記がXの 承認のもとに存続せ し
め られていたとして,ま た,最高裁昭和48年6月28R判決(民 集27巻
6号724頁)は,Xは,自 己所有の未登記建物につき,固定資産課税台帳
に夫Yの 所有名義で登録 されていることを知 りなが ら,長年Y名 義の
まま税金を支払 ってきた ところ,Yの 債権者Zが これを差 し押 さえた
という事案につ き,Xは 建物が家屋台帳にY名 義で登録 されていること
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94条2項類推適川あるいは94条2項 ・110条重畳的類推適用の限界(1)










の承認(=す なわち 「放置」)のように限りな く消極的な場合であってもよ
いと解する余地を残す ものである。 ここではもはや,真 の権利者に 「虚偽
表示」に近い行為があったことは要求されず,「承認」 という最小限の意思
的関与のみで責任を負わせるものであり,読みようによっては,真 の権利





Xか ら融資を受ける手続を委任 された夫Yが,融 資を得やす くするたあ
にXの 承諾を得 ることなくY名 義に移転登記 し,抵 当権を設定 したが,
Xは これを知 りなが ら4年間放置していたところ,国 がYに 対す る滞納
処分として差 し押さえ,Zに 競売 されて しまった事案において,最 高裁昭
和54年4月16日判決 並びに同昭和45年9月22fi判決を引川 して,94
条2項 を類推適用 している。
一方,下級審 レベルで は昭和50年代か ら60年代にかけて集中ri勺に
判例が出されてお り,その後 も平成12年ごろまでコンスタン トに判例が
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決が2件,下 級審判決が2件 出されている。最高裁判決については,い ず
れも昭和45年4月16日判決以降の流れとは事案の性質も適用法理の理解
も明 らかに異なるものであるので,これ らについては章を改めて取 り止げ
ることする。 また,下 級審判決のうち,1件は不動産の事案ではないので
本稿では取 り上げないこととし曲,残 りの1件 を以 ドの分析の対象に含め
ることとした。
(11)東京地判平成16年9月15日(判 例集未搭載)。事案は,Aが 取得 した特許に
ついて,Bに 出願名義人変更届お呼びし出願審査請求の手続を依頼し,委任状,
印鑑登録証明書などを交付したところ,Bは これを利用してAか らBへ 特許権
の移転登録を経た上,Cに 対して本件特許につき専用実施権を設定 したというも
のである。94条2項及び110条の重畳的類推適用により,善 意の第三者として
保護されるとのCの 主張に対して,判 旨は,AはBと の間で特許権の譲渡に関
するなん らの意思表示をしたこともなく,Bに 対して特許権の移転に関連してな
























利者の単なる 「承認」へ)状 況を踏 まえて,ま た他の権利外観法理とのバ
ランスをとるたあに,善意だけでなく無過失も要求 して調整を図るべきで
(12)最判 昭 和41年3月18日 。
(13)最判 昭 和45年4月16Ei。
(⑳ 最 判 昭 和48年6月28日 。
(15)最判 昭 和45年11月19日 。









まず,94条2項類推適用が肯定 された判例について,そ の簡 単な事案
と,肯定を決定付けたと思われる事情を紹介する。
①最判昭和45年4月16日(民 集24巻4号266頁)
事案は,Xが 贈与を受 けた未登記建物 につき養母の名義とす ることを
許容 したが,養 母がその息子Yを 所有者として家屋台帳の登録を行い,X




Xが,家 屋台帳上Yの 所有名義に登録 されていることを承認していた
か事実を確定するため,原 審に差 し戻 しているので,原 審においてどのよ
うな判断がなされたかは不明。
(17}星野 英 一 「判批 」 法 協87巻6号(1970年)731頁,同 「判批 」 法 協89巻7号
(1972年)866頁,米倉 明 「判 批 」 法 協92巻2号(1975年)183頁,半 田 正 夫





事案は,妻Xが 他か ら取得 した建物につき,夫Yが 勝手に自己名義の
移転登記を経山したが,Xは 事情を知った後も4年余 りこれを放置 し,X
が融資を受ける際にもそのままの登記名義で根抵当権を設定 していたとこ
ろ,YがZに 譲渡して しまったというもの。
虚偽の登記がなされていることを知 りなが ら,4年間放置 したこと,Y




の所有名義で登録 されていることを知 りなが ら,長年Y名 義のまま税金





名義の移転登記を し,その直後にY名 義の権利証をXに 示 したところ,
Xは 怒った ものの,誰 の名義にしておいてもかまわないといって12年間
もY名 義のままとし,固定資産税 もY名 義のままXが 支払 っていたとい
うもの。





めに売 註と通 じていったん登記を抹消 したところ,Xに 無断で他の共有
者Yに 共有地全部の所有権移転手続が行われ,Yか ら更に第三者Zに 移
転登記がなされた事案。
判 旨は,Xが 売主と通 じて登記を抹消 したことを,虚 偽の意思表示を
したのに等 しいと解 して94条2項 を類推適用 している。 しか し,こ こで
問題とすべきZが 信頼 した虚偽の外形とは,Xと 売主との間で登記の抹
消により作出された,あ たかもXに 所有権が移転 していないかのような
外観ではなく,その後,売 主がXに 無断でYに 共有地全部の移転登記を
した結果として生 じた外形であるから,前者を虚偽の意思表示とみなして
94条2項を類推適用するのはおか しい。む しろ,共 有地の一部を所有 し
ている真の権利者Xに 無断で,元 売 主が便宜的理由のため自己に所有名
義を移転 し,これを第 三者に譲渡 したという,典型的な外形他人作出型の
ケースとして理解すべきである。そのように捉えると,こ の事例では,Y
への全部移転登記に対するXの 承認は全く認め られないのであるか ら,
結論として94条2項類推適用が否定されるべき事案であったと考える。
⑥東京地判昭和56年3月3111(判タ448号115頁)
Xは,不 動産を購入 したが,そ の資金をYら か ら借 り受ける際,信 用
を裏づけ保証す るために不動産の権利証,Xの 印鑑証明および白紙委任
状をAら に交付 したところ,Aら はYら か ら金融を得 る担保としてこれ
らの書類を差 し入れたため,Yら がこれを利用して白己に移転登記をし
た上,さ らにZに 譲渡された事案。94条2項の法意,外 観 尊重及び取引
保護の要請ないし信義則を適用 し,Xは 登記の無効をもって 「善意無過
失」のZに 対抗できないとした。
判旨は,次 の2点 をもって94条2項類推適用を肯定 している。第一に,
Yら の移転登記に気づいたXが,Aら を刑事告訴するとともに,同 人ら
と登記名義をXに 回復す ることを条件に告訴を取 り下げる示談をしてい
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94条2項類推適用あるいは94条2項 ・IIO条重畳的類推適用の限界(D




ト分可能であったと認められるのに,Yら の登記の存在を知 りなが ら,
その後約1年2ヵ 月間,示 談成立後からでも約5ヵJJ近くの間,な んらの





Xは,自 己が購入 した土地 につき,跡 継ぎであるY名 義に登記を移転
したが,そ の上に建てられた建物については未登記のまま10年が経過 し
たころ,YがXに 無断で建物についてY名 義で保存登記を したうえ,Y
の債務を担保するため土地建物につきZの ために根抵当権設定登記がな
されたという事案。
判旨は,Xが 土地を買い受け,そ の ヒに建物を建築 した際,Xに は妻
子もな く病弱であったたあ,rlらが経営 している工場の従業員であるY
に跡を継がせるつ もりで,上 地をY名 義 とし,建物についても,建築確
認,工 場許可をY名 義で取 り,取引先にもYを 跡継ぎとして紹介 し,ま






XがYか ら購入 した不動産につき,登 記移転手続をしないでいたとこ
ろ,Yか らAへ,Aか らZへ移転登記がなされた事案。94条2項類推に
は言及されておらず,禁 反言 もしくは権利外観法理により,Xは 善意の
第三者に対抗できないとしている。





Yはi地 開発業者であり,X所 有の一ヒ地を宅地に造成 し,第 三者に販
売 した上,そ の販売金の中から土地の分量に見合 う売買代金をXに 支払
うこと,ま た支払いを受けたときに当該土地の所有権をYな らびに買主
に移転するという所有権留保の約定がなされていたところ,Yは 対象土
地の分筆 ・合筆 ・地積訂正に必要であると称 してXか ら対象 土地の権利
証,Xの 白紙委任状 ・印鑑証明書の交付を受け,こ れらの書類を利用 し
て無断で譲渡担保権や抵当権,根 抵当権を設定 した事案。民法94条2項,
110条の法意に照らして,Xは 善意無過失の第三者に対抗できないとした。
XはYと の関係では所有権を留保 しつつも,対外的にはY所 有の土地
として第 三者に分譲販売することを承諾していたこと,対象土地の登記手
続を司法書士に委任する事務をXがYに 広 く委任 していたこと,当初は









妻Xか ら融資を受 ける手続を委任された夫Yが,融 資を得やす くする
ためにXの 承諾を得ることなくY名 義に移転登記 し,抵 当権を設定 した
が,Xは これを知 りながら4年 間放置 していたところ,国 がYに 対する
滞納処分として差 し押さえ,Zに 競売されて しまった事案。
Xは,YがXと の間で不動産の売買契約を仮装 して銀行から融資を受
けようとしていることを知りながら,銀行の担当者に対 して もなん ら異議
を述べることもなく,Yの 保証人 となるべ く申し込んだものとして銀行
担 当者と面接 していること,4年間の放置,法 務局よりXか らYへ の移
転登記申請があったことを知らせる通知書がXの 自宅に到達 し,また固




上地開発に絡み,地 権者であるXら は,r.地開発業者Yに,分 筆及び
所有権移転登記手続のために必要であるといわれて,委 任状,印 鑑登録証
明書,土 地権利証等をYに 交付 したところ,Yが これ らの書類を用いて








とを知りながら8年 間放置 していたところ,Yが これをZに 譲渡 し移転
登記を した事案。
Xは 不動産登記について相当の知識を有す ること,Xは 会社の経営を
Yに 委ねているという関係にあることか ら,Yの 保存登記の抹消登記手
続を実行させることはきわめて容易であったと考えられるのに,これをあ
えてせず,8年 間放置 したこと,そ の間,何 度も当該建物に抵当権が設定
された際Xは 抹消登記を求めるなど適当な措置を講 じた ものの,Y名
義の保存登記については,実体関係に符合させるような措置をとることを
要求 しなかったことを もって,XはY名 義の保存登記を明示的に容認 し
ていたと評価された。
⑬東京地裁平成9年12月25口(金 商1044号40頁)









につきなん ら異議を述べなかったこと,ま た執行官に対 し,電話でYが
融資を受けるために一時的にXか らYに 所有権が移転 したものである旨





Xは,自 己所有のL地 につき,Y名 義になっていることを知 りながら
これを8年 間放置していたところ,YがAの たあに当該上地に根抵当権






Xは,自 己所有の土地上に建物を建て,税 金対策のためこれをY名 義
で建築確認申請 したたあ,家 屋補充台帳にはY名 義で登録されていた と
ころ,YがXに 無断で建物についてY名 義の所有権保存登記を行った う
え,こ れをTに 譲渡 した。Tは 当該建物 に根抵当権を設定 したが,根 抵
当権が実行されZが 買い受けたという事案。
ここでは,益 として,建 物 に抵当権を設定 したTが 敷地の賃借権を有
しない場合に,建 物の買受人Zが 敷地の賃借権 も取得できるかが争点と
なっており,その前提として,Zが 本件建物について所有権を取得できる
かが論 じられている。Yの 作出した不実の登記は,Xが した家屋補充台
帳 ヒの不実の登録を利川することによって初めて可能となるのであるから,




Xが 当該 ヒ地について共有持分権を有 していたところ,右 持分権につ
いてXに 無断でYら への共有持分移転登記がされ,さ らにZの ために当
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該上地全体について根抵当権設定登記がなされた事案。
XがYに 実印や印鑑登録 カー ドを預けていたこと,持分権移転登記の
存在を知 った後 も,約9年 近 くこれを放置してきたこと,Xが 破産宣告






X(国)がYか ら自作農創設特別措置法により買収 し,そ の旨表題部
欄外登記がなされたf:地につき,登記官が右登記を看過 してY1を被相続
人とする相続登記を した後,Yの 相続人Y2がAに 対する債務を担保す










② 東京地 裁昭和58年7月19日(判 時1102号77頁)




XがYに 不動産の買主の斡旋を依頼 したところ,Yは 転売利益を得よ
うと,不動産の所有名義をいったんYに 移転した上で転売する形式をと
ろうと図 り,Xを 騙 してXか ら不動産の権利証,印 鑑証明書および白紙
委任状を取得 した上,Yに 移転登記をしたところ,Yに 対する市税滞納
処分としてZ市 が不動産を差 し押さえたという事案。
不動産買主の斡旋をする場合には,便 宜1,,登記手続に必要な書類をあ
らか じめ仲介人に交付してお くのは一般的であること,YはXの 会社の
非常勤取締役であ り,人的信頼関係があったこと,Zによる差押処分がY
への所有権移転登記経由のわずか3ヵ 月足らず後になされていることから,
Xが 登記簿を点検 し,Yに 所有権移転登記のなされたことを知 り,かつ,
直ちにそれを除去するか,ま たはその後の登記名義の変動を防止するため
の法的手段を講ずることが可能であったものということもできないことを
もって,Xが 虚偽の外形の作出について,事 前もしくは事後に関 与した
ことを認めることができないとしている。
④東京高裁昭和60年1月29[1(判時1144号92頁)
Xは,Yに 当該不動産売却の仲介を依頼 したところ,当 該不動産につ
いている抵当権と保険契約を解除するために必要であるといわれて,実 印
を押 した白紙委任状と印鑑証明書,固定資産課税台帳登録証明書を交付 し
たが,さ らにYは 銀行に預託 してあった当該不動産の登記済証 も不　L
段により入手した上,これ らの書類を利用 して白己へ移転登記を した ヒ,
借金の担保にZの ために当該不動産に抵当権を設定 した事案。
判旨は,登 記の外観1何 らかの不実登記を作出する意思がXに 少 しで
もあったものとは認め られず,か つXに おいて不実の登記を知 りなが ら
これを存続せ しめることを明示または黙示に承認 していたものとも認めら





Xは,Yの 借金の担保 としてX所 有の不動産に抵当権を設定すること
を了承 した上で,設 定登記手続に必要な書類をAに 交付 し,Aが これら
の書類を冒用 してYに 所有名義を移転 していたところ,Yの 債権者Zが
当該不動産に抵当権を設定 した事案。
この判例では,本人の 「承認」があったかどうかは論 じられておらず,





の援用が肯定 されるためには,そ の結果として真実の権利者が失権(本 件
に則していえば,抵 当権等の負担の引き受け)の不利益をこうむ らされて
もやむをえないと認められるような,保 護に値する事情が第三者について
認め られ る場合でなければならない」として,本 件の場合,ZがYの 登
記を信頼 し,当該不動産を担保にとって融資をしたわけではなく,融資後,
たまたまYの 所有名義 とされた不動産を担保に取 っただけであるか ら,
か りにYの 所有権取得が否定され,当 該不動産からZの 債権回収ができ
な くなっても,当 該不動産を回収の引き当てとは しないで融資を したZ
にとって,不 慮の損失は存 しないから,真 の権利者Xの 利益を排 してま
でZの 利益を保護すべき事情は認められないとしている。
⑥東京高判昭和60年4月24日(判時1154号85頁)
XがYか ら訴外不動産を購人するために,本件不動産をYに ド取 りに
一26一
94条2項類推適用あるいは94条2項 ・110条重畳的類推適用の限界(1)





ではないし,Xが 不実の登記をされたことを知 りなが らこれを存続せ し
めることを是認していた事実も存在 しないこと,また本件不動産について
は,Y名 義の移転登記 と抵当権設定登記が同時なされてお り,ZがYの
所有権移転登記の存在を信頼して抵当権を取得したという関係にないこと




Xは,地 番 の認識 を誤 って いたため,自 己の所有地 につ きY名 義 の登
記 がな されてい ることに気づかず,是[正措置 をと りえなか ったところ,第
モ者Zが これを取得 した事案。
94条2項 を類推適 用す るため には,真 の所有者が誤 った登記一ヒの表示,
外観 を 自ら作 り出 したか,そ うで な くて も右表示,外 観 を認識 の上,こ れ
を承認 してい るこ とを 要件 とす べ きで あ ると して,Xは 登記の誤 りに長
らく気 づかず,し たが って是iC措置 もと りえなか ったの であ るか ら,X


















XがYの 紹介でA信 用組合か ら融資を受けるため,AにX所 有不動
産の権利証及び委任状等を交付していたところ,YがAを 欺いて権利証
等を受けだ し,これを用いて自己名義に移転登記をしたところ,Xは こ
れに気づいて訴訟を提起 したが,そ の後裁判上の和解が成1し,弁 護士か
ら本件不動産の所有者が無事Xに 戻ったと告げ られたため,軽 率にも登
記も回復 したものと信 じてなんらの措置も講 じないまま13年間,Y名 義




Zを登場させる結果となったと判示 しなが らも,真の権利者の 「承認」が
あったか否かについては特に言及されていない。む しろ,第 三者の要件と
の関係で94条2項類推適用を否定している。すなわち,Zは金融業者で





記載の建物 とは明 らかに異なる形状のX所 有の建物が存在 し,か つ右建
物において賃借人が営業 ・居住 しているのに,な んらの調査もしていない
から,Zの所有権取得につき重大な過失があるとしている。
⑩東京地裁平成8年12月26日(判 タ953号186頁)
Xは 訴外土地をYに 売却する契約を結んだが,公 図混乱地域であった
ため,合 筆,地 積訂正の必要からXよ り登記委任状 と念書を得ているこ
とを奇化として,土 地家屋調査士の手を借りてこれらの書面を偽造 ・変造
して,Yの 所有名義と書き換え,Zに 譲渡 したという事案である。
本人側の事情に関しては,虚 偽の登記は,土 地家屋調査 七とYに 変造
された登記委任状と,Xが 知 らない間に作出された土地の権利証によ り








知 ったのはZが 登記を経由 したときであ り,それ以前 に虚偽の登記の存
在を知ってこれを放置 したことを認めることはできないとした。
第三者の事情については,Zが 本件不動産の現地見聞をせず,売 主であ




た ことか ら,Zに 過失がなか った とはいえない と した。
⑪那覇地裁平成9年3月24i・1(判例集未搭載)
X所 有の不動産を別居中の妻YがXの 実印及び登記済証を冒用してY





利用 しうる状態においていたこと臼体をもって,こ れを冒用してXに 無
断で移転登記をすることにつき帰責事山があるということはできないとし
た。確かに,固 定資産税納付書がY宛 に送付されているが,Xは 虚偽の
登記作出に何 らかの関与を したものとは認められず,さ らに,納 付書交付
後もY名 義の登記の存続 に積極的に関与したりこれを利用 して何 らかの




















一に,真の権利者が不実の外形の作出 ・存続を知 りつつ,こ れを積極的に
消滅させようとせず放置していた場合(単 なる放置),第二に,真 の権利
者は,不 実の外形の作出 ・存続に対 し,積極的にこれを消滅させるべ く行
動をとったが,い まだ消滅させるまでに至っていない場合,第 三に,真 の
権利者が不実の外形の作出 ・存続を終始知らず,第 三者が登場して初あて
知った場合である繭。
まず,第 三の,真 の権利者が 「不知」の場合においては,94条2項類
推適用は常に否定される。否定判例①,②,③,④,⑤,⑥,⑦,⑩ がこ
の場合に属する。この うち,①,② は登記官の過誤により虚偽の登記がな
されたため,ま た⑦は地番の認識を誤 っていたため,い ずれも虚偽の登記
に気づかず,是 正措置を取 りえなか った事案であって,真 の権利者の帰責
性がないあるいは限 りなく希薄であることから,94条2項の類推適用が
否定されることに異論はなかろう。一方,そ れ以外の判例では,い ずれも
真の権利者が仮装登記名義人に対 して委任状 ・印鑑証明書 ・登記済証など,
移転登記手続に冒用 しうる書類を交付 している事案であり,あ る意味で,
虚偽の外形作出の原因を与えたとも評価できなくもないが,こ の点,判 例
は,虚 偽の登記を知 らなかった場合には,直 ちにそれを除去するか,ま た
はその後の登記名義の変動を防止するための法的手段を講ずることができ
(18)米倉 ・前 掲 注qの・184頁。
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ないことを理由に,い ずれも94条2項類推適用を否定 している。 ここか
ら,94条2項が類推適用されるためには,ま ず もって真の権利者が虚偽
の外形の存在を 「知 っている」ことが必要となることは明 らかであろう。
次に,第 二の,真 の権利者が不実の外形を消滅 させるべ く何 らかの行動
をとった場合については,こ れを理由として結果的に94条2項類推適用
を否定 した判例は2件 しかなく,かえってその行動が徹底 したものではな
いことが,真 の権利者の帰責性 として評価されている判例が3件 見られる。
否定判例⑧は,真 の権利者である父が,虚偽の外形を作出した息 子に抗
議 し,不実登記の抹消を求めていた事案である。父は,結局,息 子の 「自













に回復 したと軽率にも誤解 したため,虚 偽の登記が是正されることなく
13年間 も放置される結果となってお り,真の権利者のとった訴訟提起 ・
和解が,実質的になんら功を奏さなかったものと評価できる。したがって,






他方,肯 定判例⑥は,虚 偽の登記に気づいた真の権利者が,そ の原因を
作 った者を刑事告訴するとともに,登 記名義の回復を条件に告訴を取 り下
げる示談をしたという事案である。判例は,こ の行動をもって,真 の権利
者が虚偽の登記の存在を知 りながらこれを承認 したとまでは認められない
と評価 しなが らも,仮装登記名義人に対 して,示 談交渉に参加させ,あ る
いは速やかに処分禁止の仮処分等自己の権利を保全し,その後の登記名義
の移転を防止するための法的措置をとるべきであったとして,類推適用を
否定 している。また,肯 定判例⑫は,真 の権利者が,不実の保存登記に基
づいて設定された抵当権の抹消を求めたり,更なる抵当権設定を防止する

















つ なが り,か え って94条2項 類推適用が肯定 されやす くな ってい るよう
で あるQ
では,最 後 に残 った,第 一 の,単 なる放置 の場 合については どうであろ
うか。一・言で 「放置」 とい って も,そ の態様は さま ざまである。 そ こで,
以 下で は,単 な る放置の事例 にお いて,真 の権 利者 の帰責性 に関わ り94






10年,⑫では8年,⑭ では,正 確な年数は不明であるが,少 な くとも8
年以上,⑮ では11年,⑯では9年 放置されているが,い ずれも94条2項































































⑩(移 転登記手続 合筆,地 積訂正手続の委任),などがその例である。
これ らの事案は,真の権利者と仮装登記名義人との間に身分関係が存在す





















要ではない書類を必要であると騙されて交付 して しまったケースもみ られ
る(否 定判例④⑤)。他方,身 分関係が存在する場合には,真 の権利者に
無断で書類が持ち出されている事案も見受けられる(肯定判例④,否 定判
例⑧⑪)。仮装登記名義人が真の権利者か ら取得 した書類としては,当 該
不動産の登記済証,権利証,実 印,印鑑証明書,委 任状等が挙げられるが,
















頼する場合には,取 引の便宜上,登 記手続に必要な書類をあらか じめ交付































「承認」には,積 極的かつ明示的承認か ら,黙示の事後的 「承認」の最た
るもの,つ まり単なる 「放置」まで,さ まざまな態様の 「承認」を含むと
解する余地がある。 この点,実 際の判例ではどのように解されているので
あろうか。すなわち,不実の登記がなされていることを知りながら,それ
に対 して真の権利者がどのような対応をとることが,こ こでいう 「承認」
があったものと評価されているのであろうか。
判例は,当 初,不実登記の存在を知った真の権利者に,そ れを是正 し,
あるいはそれを信頼 した第三者の登場を阻止する手段をとるべきことを要





とをもって,登 記の存在を知 りながらこれを承諾 した場合と同等の法的不
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利益を受けてもやむをえないとしている。 また,肯 定判例⑧は,「真実の
権利者が,不 実の登記の存在を知 りながら,相 当の期間これを放置したと
きは,そ の登記を信頼して利害関係をもつに至る第三者の出現が予測でき
るはずのものであるから,真実の権利者において当該不実の登記を是正す
る手段を講ずべきものであり,これを怠 った者が,登 記を信頼 して取引関
係に立 った第三者よりも厚く保護されるべき理由はない」 としている。 こ
のように,判例は,不実登記の存在を知った真の権利者にその是正措置を
講ずることを相 当厳 しく要求 しており,これを反対解釈すれば,不実の登
記を知った以 上二これを単純に放置することは,こ うした是tt.措置を明らか
に怠るものと評価されることにつながるものであった。その意味では,94
条2項 類推適用の 「承認」要件は,限 りな く消極的な意思的関与である
「放置」 も当然に含むものと解 されていたようである。
しか しなが ら,その後,判 例は徐々に,「承認」の意味を限定的に解す
るようになる。否定判例⑧は,「民法94条2項 を類推適用することができ
るのは,真 実の所有者が自ら不実登記を作1}}したり,不実登記の作出に原


















































まず,真 の権利者が不実の外形の作出 ・存続を終始知 らず,第 三者が登
場 して初めてこれを知 った場合には,虚 偽の登記を是正する措置をとるこ
とが期待できず,真 の権利者の帰責性が限りな く希薄であるから,94条2
項類推適用は否定 される。
次に,真 の権利者が,不 実の外形の作出 ・存続に対 し,積極的にこれを
消滅 させるべ く行動をとったが,い まだ消滅させるまでに至っていない場
























りな く低 くなり94条2項類推適用は否定される。 また,真 の権利者が自




















肯定f6・大阪高勘F成16・1i・li94-2類惟適 用 z 4t1F/;に持分権移転登記の抹消登記訴訟を提起 9年聞
否定Q1東京地棚 城16・9・1594.2,uoの敢管的類推適用 2 特許権登鯨を原状に戻すよう警告書の発送
否定X13最判・ド成15・6・139A-2,uoの類推適用 3 1ヵ月半







樽定q砂巣京地判平成9・正2・2594-2類推適 用 承詔 3年間
沓定q21東京地柳F成9・tz・a96.3
否舳レ 那覇地判平成9・3・2A94.2類推適 用 1 不明
















町定勤 最高銭昭和62・1・2094.2顯推適用 i 4年1旧






















z 告訴 したものの,示談成立後放蔵 示談成膿50月閥
衡建'5、大販地判昭和54・i?・594-2頬推適用 1
轡 定 礼4・東京高判昭和49・5・2994-2類推適用 i 12年
肯定乏3'最 判昭和48・6・2894-2類推 適用 t 長年
脊 定'2L最 判昭和45・9・2294。2類推適用 1 4年
断定1.鰻 判昭和45・4・1794-2類推適用 1
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94条2項類推適用あるいは94条2項 ・110条重畳的類推適用の限界(1)
「承認」要件の分析
真の権利者と仮装翌記名養人との関係 書類の交付 対外的行為
詐欺的
要素
当該不動滝賃貸にかかる事務と別の不
動産の所有榊移転登起手続を委任
豊記済証 ・印鑑誕明書・実印
印鑑登録カー ド
当該L地に対する本人の持分を破産財
団に属するものとして処理していない
出願名義変更Fnよび審査請求手続の
仲介と費用負担
委任状 ・印鑑証明書・「出願効果のお知
らせと審査請求の確認」という書面
地「1変庭等の手続の委任 白紙委任状,登記済証,印鑑証明爵 #i
親F 固定資産税支払
同族会社
アパー トの建築を依頼
韻行からの磯謬手続において虚偽の登記名義につ
き異議を述べなかったこと,執行官にxdし融資目
的で所有権を一時的に移転した旨答えていること
夫婦(離婚) 実印と登紀済証を口用
移転登起予続,合 筆・地積訂IE手観の
委任
本人が交付した懸記委任状をヒ地家星調査Lが偽
造・変遣,ヒ地権利証も偽造,.2.1fも偽造,変造
有
融資先の斡旋の委任
義理のおじと甥
不実のひ記を知りながら,抵当権設定登記を禁
ずる措置を講 じただけで,名義人の変更を求め
ていない,当綾イ;動産を何度も拠保化している
L地開発に必要な分筆・移転登記重続を委任 印鑑登録証明書・権利書
親r
kit(離婚)・銀行から融資を受ける手
続を委任
印鑑
韻行捌当者に何も異議を述べなかったこと,税務
署からの売買契約に伴う譲渡所褐申告の指導に対
し,臼分のものであるとの駐張をしていないこと
抵当権設定登記手続を委任 抵当権設定登記に必要な書類
移転登紀手続の委任 印鑑証明書・彊記申請用の白紙委任状,登記済証
不動産売買の仲介,不動産についている抵当権
と保証契約の解除F続,抵当権設定契約の委任
白紙委任状,印鑑証明書,登il:済証は不匡[三手
段によ り取碍,團定資産課税台帳登録証明喬
有
移軽登記手続を委任 権利証,印鑑証明欝,必要以hに 多くの白紙委任状交付
名続人は本人会社の非常勤取締役 ・不
動産賀tの斡旋を委任
権利証・印鑑証X11・白紙委任状
職権による移転登記手続
跡継ぎ
職権による移転登記f続
権利証。印鑑証明書・白紙委任状 有
地穫更生及び分筆合筆手続の委任
夫婦 固定資産税支払
夫婦 間定資産税支払
夫婦 抵当権設定登記
養女と養母の息r 間定資産撹支払
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94条2項類推適用判例一覧
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